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第１章 立地適正化計画の策定にあたって 

 
１−１ 立地適正化計画策定の背景と目的 
 
（１）立地適正化計画制度創設の背景 

 
 今後、多くの地方都市では急速な人口減少と高齢化が進むことが予想されており、一定の人口
密度に支えられてきた医療、福祉、子育て支援、商業等の生活サービスの提供が将来困難になり
かねない状況になると考えられています。このため、今後の都市づくりにおいては、都市全体の
構造を見直し、コンパクトなまちづくりと、これと連携した公共交通ネットワークを形成するこ
とが、将来にわたり持続可能な都市運営を続けていくために重要となってきています。 

こうした背景を踏まえ、国においては、居住や都市機能を集約した複数の拠点を公共交通でつ
なぐ「コンパクト・プラス・ネットワーク」を掲げ、平成 26 年８月に改正都市再生特別措置法を
施行し、新たに「立地適正化計画制度」を創設したところです。 

 
【立地適正化計画とは】 
○  立地適正化計画は、市町村が都市全体の観点から作成する、居住機能や医療・福祉・

子育て支援・商業等の都市機能の立地、公共交通の充実等に関する包括的なマスタープ
ランです。 

○  これまで、都市計画の中で明確には位置付けられてこなかった各種の都市機能に着目
し、これらを都市計画の中に位置付け、その魅力を活かすことによって、居住を含めた
都市の活動を「誘導」し、都市をコントロールする新たな仕組みを構築していることが
ポイントとなっています。 

○  コンパクトなまちづくりに取り組んでいくために、居住や都市機能の誘導を図る区域
を設定するとともに、区域内への誘導施策等を定めるものです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 立地適正化計画のイメージ 
※出典：国土交通省都市局都市計画課作成   
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【立地適正化計画で定める主な事項】 

 立地適正化計画で定める主な事項としては、都市再生特別措置法第 81 条第２項におい
て、概ね次に掲げる事項を記載するものとしています。 
 

 事項 内容 

立地適正化計画区域    計画の対象区域（都市計画区域が対象となります） 

基本的な方針    計画により実現を目指すべき将来像 
※  計画の総合的な達成状況を的確に把握できるよう、定量的

な目標を設定することが望ましい 

居住誘導区域    人口減少の中にあっても一定エリアにおいて人口密度
を維持することにより、生活サービスやコミュニティが持
続的に確保されるよう、居住の誘導を図る区域 

居住を誘導するために
市町村が講ずべき施策 

   居住環境の向上、公共交通の確保その他の当該居住誘導
区域に都市の居住者の居住を誘導するために市町村が講
ずべき施策に関する事項 

都市機能誘導区域    医療・福祉・商業等の都市機能を都市の中心拠点や生活
拠点に誘導し集約することにより、これらの各種サービス
の効率的な提供を図る区域 

誘導施設    都市機能誘導区域ごとに、立地を誘導すべき都市機能増
進施設 

誘導施設の立地を誘導
するために市町村が講
ずべき施策 

   必要な土地の確保、費用の補助その他の当該都市機能誘
導区域に当該誘導施設の立地を誘導するために市町村が
講ずべき施策に関する事項 

防災指針等    居住や都市機能の誘導を図る上で必要となる都市の防
災に関する機能を確保するための指針等 

 
【主な記載事項における留意事項】 

立地適正化計画の区域は、都市全体を見渡す観点から、都市計画区域を対象とすること
が基本となります。 

また、立地適正化計画には、居住誘導区域と都市機能誘導区域の双方を定めるとともに、
居住誘導区域の中に都市機能誘導区域を定めることが必要となります。 
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（２）いわき市における立地適正化計画策定の目的 
 

いわき市（以下、「本市」という。）では、平成 11 年（1999 年）に策定した現行の「いわき市
都市計画マスタープラン」が、策定から概ね 20 年が経過し計画目標時期が到来すること、各種事
業の進捗や見直し、東日本大震災からの復興や社会情勢の変化に対応した都市づくりを進める必
要があることから、現行計画を見直し、立地適正化計画に合わせ、新たに「第二次いわき市都市
計画マスタープラン（以下「都市計画マスタープラン」という。）」を策定※しています。 

「都市計画マスタープラン」においては、今後の急速な人口減少や超高齢社会の到来を踏まえ、
「市まちづくりの方針」や「いわき創生総合戦略」等との整合を図りつつ、人口減少下において
も持続可能な都市運営を実現する「ネットワーク型コンパクトシティ」の形成を目指すとともに、
経済・財政が縮小していく中においても、都市として成長し続けられるよう新たな成長戦略を持
った計画づくりを改定の視点の一つとしています。 

「立地適正化計画」は、居住や必要な都市機能の配置の適正化により、人口減少の中でも一定
の人口密度を維持しながらコンパクトなまちづくりと公共交通を確保することで、持続可能な都
市づくりの具現化を図るものであり、特に本市のような多核型の都市においては、必要不可欠な
ものとなります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ネットワーク型コンパクトシティの目的 
 

 

 

 

 

※令和元年 10 月８日 

都市を取り巻く状況 
○ 人口減少・高齢者の増加 
○ 拡散した市街地 

コンパクトシティ化による効果の例 

 都市の活動を支える機能の低下 
○ 医療・福祉・商業等の生活サー

ビス機能の維持が困難 
○ 公共交通ネットワークの縮小・

サービス水準の低下 
 地域経済の衰退 
○ 地域の産業の停滞、企業の撤退 
○ 中心市街地の衰退、低未利用地

や空き店舗の増加 
 厳しい財政状況 
○ 社会保障費の増加 
○ インフラの老朽化への対応 

生活利便性の維持・向上等 
○ 生活サービス機能の維持 
○ 生活サービス施設へのアクセス確保などの利用環境の向上 
○ 高齢者の社会参画 
⇒高齢者や子育て世代が安心・快適に生活できる都市環境 

コンパクトシティ 
生活サービス機能と居住を
集約・誘導し、人口を集積 

ネットワーク 
まちづくりと連携した公共
交通ネットワークの再構築 

地域経済の活性化 
○ サービス産業の生産性向上・投資誘発 
○ 外出機会・滞在時間の増加による消費拡大 
⇒ビジネス環境の維持・向上により地域の「稼ぐ力」に寄与 

行政コストの削減等 
○ インフラの維持管理の合理化 
○ 行政サービスの効率化 
○ 地価の維持・固定資産税収の確保 
○ 健康増進による社会保障費の抑制 
⇒財政面でも持続可能な都市経営 

地球環境への負荷の低減 
○ エネルギーの効率的利用 
○ CO2 排出量の削減 
⇒低炭素型の都市構造の実現 

地方都市が抱える課題 
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１−２ いわき市立地適正化計画の位置付け 
 

立地適正化計画は、居住機能や医療・福祉・商業、公共施設等の様々な都市機能の誘導により、都
市全体を見渡したマスタープランとして位置付けられる「都市計画法に基づく市町村マスタープラ
ン（いわゆる都市計画マスタープラン）の高度化版」として扱われるものであるため、その内容は
「都市計画マスタープラン」と調和が保たれたものである必要があるとともに、市町村の建設に関
する基本構想（市まちづくりの方針）、並びに都市計画区域マスタープラン（いわき都市計画区域マ
スタープラン）に即することが求められます※。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   
   

図 いわき市立地適正化計画の位置付け 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

※都市再生特別措置法第 81 条第 9 項

いわき創生総合戦略 
（いわき市人口ビジョン） 
（いわき創生総合戦略） 

・人口減少・超高齢社会に対応 
した都市づくりを推進 

・都市計画マスタープランの高 
度化版として、主に若い世代 
をターゲットに据えた課題解 
決型の都市づくりを推進 

■都市計画決定 
（用途地域、市街地再開発、地区計画、道路、公

園） 

【個別の都市計画】 

■関連計画との連携 
公共交通、公共施設、医療、福祉、子育て、商業、 
中心市街地、地区まちづくり、住宅、空家、復興な

ど 

【各分野の関連計画】 

いわき市まちづくりの方針 いわき都市計画区域マスタープラン 

即する        連携 

即する 

第二次いわき市都市計画マスタープラン 

いわき市立地適正化計画 
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１−３ いわき市立地適正化計画の区域 
 

（１）立地適正化計画の対象区域 
 
本計画の区域は、都市再生特別措置法第 81

条第１項に基づき、いわき都市計画区域を対
象とします。 

 
   

  
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

図 いわき市立地適正化計画の対象区域  
 
 
１−４ 計画期間 
 

本計画を基に実現を目指す居住や都市機能の誘導は、中長期的な視点に立って取り組む必要があ
るとともに、本計画の内容は、「都市計画マスタープラン」と調和が保たれたものである必要があり
ます。 

そのため、本計画の計画期間は、「都市計画マスタープラン」との整合を図り、令和元年 10 月か
ら概ね 20 年先（2040 年頃）とします。 

なお、本計画は、都市再生特別措置法の規定により概ね５年ごとに施策の実施状況についての調
査、分析及び評価を行うよう努めるものとされていることから、目標値等の達成状況や社会情勢を
踏まえ、適宜、見直すこととします。 
  
  計画期間：令和元年 10 月（2019.10）から概ね 20 年先（2040 年頃） 

計画対象区域 
都市計画区域 
（37,617ha） 

都市計画区域外：85,585ha 

市街化区域：10,101ha 

注）都市計画区域は、令和元年 10 月 8 日時点 
 
 

いわき市行政区域：123,202ha 


